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 協定項目 
 

 
３－（１） 
 

 
特別職の身分の取扱い 

 
  

１．特別職(首長・議員等)について 

（１）町長、助役、収入役、教育長の設置、人数及び任期については、法

令の定めるところによる。(議会の議員の定数及び任期の取扱いについ

ては別途協議する。) 

（２）町長、助役、収入役、教育長及び議会の議員の報酬額等は現行支給

額をもとに、類似団体の状況を参考にして、報酬審議会に準じた第三

者機関により審議し調整する。 

（３）費用弁償の額は、類似団体の状況を参考にして、報酬審議会に準じ

た第三者機関により審議し調整する。 

 

２．その他特別職(行政委員会)について 

（１）教育委員会の委員、選挙管理委員会の委員、監査委員及び固定資産

評価審査委員会の委員の数、任期については、法令の定めるところに

よる。(農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについては別途協議

する。) 

（２）報酬額及び費用弁償の額は、類似団体の状況を参考にして、報酬審

議会に準じた第三者機関により審議し調整する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
平成  年  月  日確認・継続協議  



協議細目

平成１５年４月１日現在

○常勤特別職 （月額）

任期 美方町 人数 村岡町 人数 香住町 人数

　町長 ４年 ７３０,０００円 1 ７５０,０００円 1 ８２２,０００円 1

　助役 ４年 ５８７,０００円 1 ６０２,０００円 1 ６６０,０００円 1

　収入役 ４年 ５５０,０００円 1 － － － －

　教育長 ４年 ５２５,０００円 1 ５６４,０００円 1 ６０５,０００円 1

○議会議員 （月額）

任期 美方町 人数 村岡町 人数 香住町 人数

　議長 ４年 ２９１,０００円 1 ２９５,０００円 1 ３２２,０００円 1

　副議長 ４年 １９９,０００円 1 ２０３,０００円 1 ２３８,０００円 1

　常任委員長 ４年 １９５,０００円 2 １９５,０００円 2 ２２０,０００円 2

　議運委員長 ４年 １９５,０００円 1 １９５,０００円 1 ２２０,０００円 1

　議員 ４年 １９０,０００円 7 １９０,０００円 11 ２１５,０００円 11

○行政委員会

任期 美方町 人数 村岡町 人数 香住町 人数

　教育委員会 ４年
・委員長　年207,000円
・委員　　年168,000円

5
・委員長　年240,000円
・委員　　年190,000円

5
・委員長　　月27,000円
・委員　　　月22,000円

5

　選挙管理委員会 ４年
・委員長　年 64,000円
・委員　　年 56,000円

4
・委員長　年 80,000円
・委員　　年 67,000円

4
・委員長　　年73,000円
・委員　　　年58,000円

4

　監査委員 ４年
・識見者　年262,000円
・議員　　年184,000円

2
・識見者　年285,000円
・議員　　年225,000円

2
・代表委員　月27,000円
・議員　　　月22,000円

2

　農業委員 ３年
・会長　　年191,000円
・委員　　年161,000円

14
・会長　　年220,000円
・委員　　年180,000円

15
・会長　　　月19,000円
・委員　　　月14,000円

16

　固定資産評価審査委員会 ３年 ・日額　6,200円 3 ・日額　6,000円 3
・委員長　　日 7,300円
・委員　　　日 6,800円

3

　公平委員会 ４年 　地方公務員法第７条第４項の規定に基づき共同設置：但馬公平委員会　委員３人

参　　考　　資　　料

協議項目 特別職の身分の取扱い

現況比較表



協議細目

課題・問題点等

町長

１．新設合併の場合、その所属する市町村は消滅するため、町長は合併の日の前日に失職します。

２．新町長選出までの間の長の不在状態を防ぐため、地方自治法施行令第１条の２の規定に基づき、関係町の長たる者、又は長で

あった者の中から協議により職務執行者を定め、職務を行うこととされています。

３．新町長は、公職選挙法第３３条第３項の規定に基づき、合併の日から５０日以内に選挙により選出されます。

助役

１．合併の日の前日に失職します。

２．町長職務執行者は助役や収入役を選任できませんので、新しい町長が選挙されてから、議会の同意を得て選任されることにな

収入役

１．合併の日の前日に失職します。

２．地方自治法第１７０条第５項の規定に基づき、普通地方公共団体の長は、収入役に事故があるとき、又は収入役が欠けたとき、

３．合併の日に町長職務執行者が収入役職務代理者を選任し、正式に収入役が選任されるまでの間は、職務代理者が収入役の職務

を代理することとなります。

教育長

１．合併の日の前日に失職します。

２．合併したときの最初の教育長は教育委員会の委員が議会の同意を得て任命されるまでの間、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律施行令第１９条の規定に基づき、町長職務執行者によって臨時に選任された教育委員の互選によって決められることに

なります。

※ 教育長は地方公務員法の規定により一般職の地方公務員であるが、給与については、教育公務員特例法第１７条の規定により、他の
一般職に属する職員とは別に条例で定めることとされており、その規定が特別職の給与の規定に類似していることから、「特別職の
身分の取扱い」において協議します。

協議項目

参　　考　　資　　料

特別職の身分の取扱い

新設合併の場合における、町長、助役、収入役、教育長及び行政委員の取扱いについて

ります。

その職務を代理すべき吏員を定めて置かなければならないことになっている。



協議細目

課題・問題点等 行政委員会の委員

選任又は選挙の考え方

１．教育委員会の委員

２．選挙管理委員会の委員

３．農業委員会の委員

（農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについては別途協議する。）

４．固定資産評価審査委員会の委員

５．監査委員

固定資産評価審査委員会の委員については、地方税法第423条第８項の規定に基づき、新町の町長が選挙されるまでの間は、町
長職務執行者によって３町の固定資産評価審査委員会の委員であった者の中から選任された者が、その職務を行うこととなる。
また、同条第９項の規定により、新町の町長が選挙された後で新町の設置後最初に召集される議会の同意を得て、固定資産評価
審査委員会の委員が選任されるまでの間は、新町の町長により３町の固定資産評価審査委員会委員であった者の中から選任され
た者がその職務を行うこととなる。

監査委員については、特別選任手続の規定はない。新町長の就任を待って、委員が選任されるまでの間は、委員が置かれていな
い状態となる。

地方自治法第180条の５の規定に基づき、市町村の執行機関として法律で設置を義務づけられている委員会及び委員としては、
教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、人事委員会（公平委員会）があるが、これら
の委員は、特別職の職員であり、新設合併によりその身分を失うこととなる。このため、合併後新たに選任又は選挙されること
となるが、執行機関として職務の継続性が求められるためなどから、教育委員会の最初の委員、議会において選挙されるまでの
間の選挙管理委員会委員、農業委員会の委員、固定資産評価審査委員については、臨時的な特別選任手続きが設けられている。

議会において選挙されるまでの間の選挙管理委員会の委員は、地方自治法施行令第４条の規定に基づき、３町の選挙管理委員会
委員であるもの又は選挙管理委員会委員であった者の互選により定められる。なお、これらの者が、正式に議会で委員が選挙さ
れるまでの間、臨時的に、選挙管理委員会委員の職務を行うこととなる。

教育委員会の最初の委員については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行令第18条以下に特例的な設定が設けられて
おり、町長職務執行者が合併の日の前日に３町の教育委員会の委員であった者の中から、新町の教育委員会の委員を臨時的に選
任することとされている。なお、臨時的に選任された委員の任期は、新町の設置後、町長の最初の選挙後最初に招集される議会
の会期末日までとされている。

協議項目

参　　考　　資　　料

特別職の身分の取扱い



協議細目

参考法令 ○地方自治法
（知事及び市町村長）
第１３９条　都道府県に知事を置く。
２ 市町村に市町村長を置く。

（副知事及び助役の設置）
第１６１条　都道府県に副知事１人を置く。但し、条例でこれを置かないことができる。
２ 市町村に助役１人を置く。但し、条例でこれを置かないことができる。
３ 副知事及び助役の定数は、条例でこれを増加することができる

（出納長・副出納長及び収入役・副収入役）
第１６８条　都道府県に出納長を置く。
２ 市町村に収入役１人を置く。但し、町村は、条例で収入役を置かず町村長又は助役をしてその事務を兼掌させることができる。
３～６略

（出納長・収入役等の職務権限）
第１７０条
１～４略
５ 副出納長又は副収入役を置かない普通地方公共団体にあつては、普通地方公共団体の長は、出納長若しくは収入役に事故がある
　とき、又は出納長若しくは収入役が欠けたときその職務を代理すべき吏員を定めて置かなければならない。
６ 出納長若しくは収入役に事故がある場合又は出納長若しくは収入役が欠けた場合において、副出納長若しくは副収入役（前項の
　規定により出納長又は収入役の職務を代理すべき吏員を含む。以下本項において同じ。） にも事故があるとき、又は副出納長若
　しくは副収入役も欠けたときは、当該普通地方公共団体の規則で定めた上席の出納員がその職務を代理する。

協議項目

参　　考　　資　　料

特別職の身分の取扱い

７ 第１４１条、第１４２条、第１５９条、第１６２条、第１６３条本文及び第１６４条の規定は、出納長及び収入役にこれを準用
　する。

（任期）
第１４０条　普通地方公共団体の長の任期は、４年とする。

（副知事及び助役の任期）
第１６３条　副知事及び助役の任期は、４年とする。（以下省略）



協議細目

参考法令 ○地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（組織）

（任命）

（任期）

（教育長）

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行令
第６章　市町村の廃置分合があった場合における特例

（最初の委員の選任等） 
第１８条　市町村の設置があった場合においては、法第４条の規定にかかわらず、地方自治法施行令第１条の２の規定による市町村の長の
職務を行う者（以下「市町村長職務執行者」という。）が、従来その地域の属していた市町村の教育委員会の委員であった者で当該新た
に設置された市町村の設置に伴い委員の職を失うこととなつたもののうちから、当該市町村の教育委員会の委員を臨時に選任するものと
し、当該市町村において選任することができる者の数が当該市町村の教育委員会の委員の定数に満たないときは、その不足する数の委員
を当該市町村の長の被選挙権を有する者のうちから選任するものとする。

２ 前項の規定により選任された委員は、法第５条の規定にかかわらず、当該市町村の設置後最初に行なわれる市町村の長の選挙後最初に
招集される議会の会期の末日まで在任するものとする。

３ 新たに設置された市町村において、第１項の規定により教育委員会の委員が選任された後最初に招集すべき教育委員会の会議は、法第
１３条第１項の規定にかかわらず、市町村長職務執行者が招集する。

（最初の教育長の互選） 
第１９条　市町村の設置があった場合においては、法第１６条第２項の規定にかかわらず、最初に法第４条の規定により教育委員会の委員
が任命されるまでの間、前条第１項の規定により選任された委員の互選により当該委員（法第１２条第１項の規定により委員長に選任さ
れた委員を除く。）のうちから定めた者を教育長とするものとする。

第３条　教育委員会は、５人の委員を以って組織する。（以下省略）

第４条　委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、学術及び文化（以下単に「教育」という。）に
　関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を得て、任命する。

協議項目

参　　考　　資　　料

特別職の身分の取扱い

第２条　都道府県、市（特別区を含む。以下同じ。）町村及び第２３条に規定する事務の全部又は一部を処理する地方公共団体の組合に
　教育委員会を置く。

（設置）

３　教育長は、委員としての任期中在任するものとする。（以下省略）

第５条　委員の任期は、４年とする。（以下省略）

第１６条　教育委員会に、教育長を置く。
２　教育長は、第６条の規定にかかわらず、当該教育委員会の委員（委員長を除く。）である者のうちから、教育委員会が任命する。



協議細目

参考法令 ○地方自治法施行令
（長の職務を暫定的に行う者）
第１条の２　普通地方公共団体の設置があった場合においては、従来当該普通地方公共団体の地域の属していた関係地方公共団体の
　長たる者又は長であった者（地方自治法第１５２条又は第２５２条の１７の８第１項の規定によりその職務を代理し若しくは行う
　者又はこれらの者であった者を含む。）のうちからその協議により定めた者が、当該普通地方公共団体の長が選挙されるまでの間
　、その職務を行う。
２ 略
３ 第１項の場合において関係地方公共団体が１であるときは、関係地方公共団体の長たる者又は長であった者が当該普通地方公共団体の
　長の職務を行う。

（委員会及び委員の設置）
第１８０条の５　執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければならない委員会及び委員は、下記の通りで
　ある。
　（１）教育委員会
　（２）選挙管理委員会
　（３）人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあつては公平委員会
　（４）監査委員
２ 略
３ 第１項に掲げるものの外、執行機関として法律の定めるところにより市町村に置かなければならない委員会は、下記の通りである。
　（１）農業委員会
　（２）固定資産評価審査委員会

（選挙管理委員会の設置及び組織）
第１８１条　普通地方公共団体に選挙管理委員会を置く。
２　選挙管理委員会は､４人の選挙管理委員を以てこれを組織する。
（任期）
第１８３条　選挙管理委員の任期は、４年とする。（以下省略）

（監査委員の設置及び定数）
第１９５条　普通地方公共団体に監査委員を置く。

（任期）

２　監査委員の定数は、（中略）　町村にあっては２人とする。

第１９７条　監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４年とし、議員のうちから選任される者にあっては
　議員の任期による。（以下省略）

協議項目

参　　考　　資　　料

特別職の身分の取扱い



協議細目

参考法令

協議項目

参　　考　　資　　料

特別職の身分の取扱い

（固定資産評価審査委員会の設置、選任等）

６　固定資産評価審査委員会の委員の任期は、３年とする。（以下省略）

第４２３条　固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するため、市町村に固定資産評価審査委員会を設置する。

２　固定資産評価審査委員会の委員の定数は３人以上とし、当該市町村の条例で定める。

３　固定資産評価審査委員会の委員は、当該市町村の住民、市町村税の納税義務者がある者又は固定資産の評価について学識経験を有す
　る者のうちから、当該市町村の議会の同意を得て、市町村長が選任する。



協議細目

新市町名

先進事例 養父市 1

2

3

朝来市 1

2

丹波市 1

2

3

4

議会議員、農業委員会委員および消防団員については、合併協定項目Ｎｏ６、Ｎｏ７及びＮｏ２１で協議する。

（３）人数、任期、報酬額は、法令の定めによるほかは合併時に調整し、新市において新たに選任するものとする。

（３）費用弁償の支給の有無並びに支給額は、類似団体の状況を参考に調整する。

その他特別職(行政委員会)について

（１）教育委員会の委員、監査委員、選挙管理委員会の委員及び固定資産評価審査委員会の委員の数、任期については、法令の
　　定めるところによる。(農業委員会委員の定数及び任期については別途協議する。)

（２）報酬額は現行支給額をもとに、類似団体の状況を参考にして、報酬審議会に準じた第三者機関により審議し調整する。

（１）現に設置されているものは、原則として新市において引続き設置するものとする。

特別職の身分の取扱い

参　　考　　資　　料

協議項目

特別職(首長・議員等)について

（１）市長、助役、収入役、教育長の設置、人数及び任期については、法令の定めるところによる。
　　　(議会議員の定数及び任期の取り扱いについては別途協議する。)

特別職については、法令に基づき、合併関係市町の特別職については、合併の日の前日に全員失職する。

定めるところにより調整する。法令の定めのない場合は新市において新たに設置する。

（２）現に5～１町において設置されているものは、合併時に調整する。

調　　整　　内　　容

行政委員会の委員数・任期は、各法令の定めるところによる。報酬は、現行報酬額をもとに合併時に調整する。

審議会・委員会等の附属機関は次のとおり取扱うものとする。

（２）市長、助役、収入役、教育長の給料及び議員の報酬額は現行支給額をもとに、類似団体の状況を参考にして、報酬審議会に
　　準じた第三者機関により審議し調整する。

新市の職務執行者については、6町の町長が別に協議して定めるものとする。

市長のほか常勤の特別職として、助役2名、収入役、公営企業管理者を置く。

（３）費用弁償の支給の有無並びに支給額は、類似団体の状況を参考に調整する。

常勤特別職、行政委員会委員ならびに審議会・委員会等の付属機関、その他の特別職の設置、人数、任用、任期については法令の


